
17 イタリア         Republic of Italy  

 

<2002年> 

人口 5,803万人 財政会計年度 １月～12月

(日本の約１/２) 為替制度 変動相場制

一人当たりＧＤＰ 20,420 ドル 通貨  ユーロ

産業構造(ＧＤＰ構成比)　１次産業  2.6％ １米ドル＝1.06ユーロ

２次産業  27.3％ 面積 30.1万k㎡ (日本の約４/５倍)

３次産業  70.1％

 経済成長率
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<イタリア経済のこれまで>

 

＜2003年の経済＞ 

2003 年の経済成長率は、0.5％程度となる見込みであり（政府見通し0.5％、民間機関５社の

平均値0.5 ％（2003年 10月時点））、民間機関の見通しは、半年前（2003年４月時点1.0％）

に比べ下方修正されている。１～３月期の成長率が前期比年率マイナス 0.6％、４～６月期が

同マイナス 0.3％と、２期連続マイナス成長となった。これは、イラク戦争の影響で重要産業

である観光業が低迷したことと、内需の不振に加え、ユーロ高の影響で輸出が減少したことに

よるものである。年後半は、世界経済の回復に伴って輸出が伸び、その結果企業の設備投資が

増加すると予想されること、また低所得層向けの減税により個人消費の回復が期待されること

から、経済成長は回復に向かうと見込まれる。 

 

 



92～01年 2002年 2003年 2004年
　 政府 ＩＭＦ 政府 ＩＭＦ

実質ＧＤＰ 前年比％ 1.7 0.4 0.5 0.4 1.9 1.7
  個人消費 同上 1.6 0.4 1.8 1.1 2.3 1.9 2003年
  固定投資 同上 1.8 0.7 ▲ 0.6 0.6 3.5 3.0 平均 0.5
鉱工業生産 同上 1.9 ▲ 1.4 ― ― ― ― 最大
消費者物価 同上 2.5 2.4 2.6 2.8 1.9 2.0 最小 0.4
失業率 ％ 11.2 9.0 8.7 9.0 8.4 9.0
経常収支 億ユーロ 108 ▲ 72 ― ― ― ― 2004年

(ＧＤＰ比) ％ ( 1.5) (▲ 0.6) (▲ 1.1) (▲ 1.1) (▲ 1.2) (▲ 0.9) 平均 1.7
財政収支 億ユーロ ― ▲ 291 ― ― ― ― 最大
(ＧＤＰ比,年度) ％ (▲ 5.5) (▲ 2.3) (▲ 2.5) (▲ 2.8) (▲ 2.2) (▲ 2.6) 最小 1.4
政府債務残高 億ユーロ ― 13,429 ― ― ― ―
(ＧＤＰ比,年度末) ％ ( 117.1) ( 106.7) ( 106.0) ( 106.6) ( 105.0) ( 105.4)

(備考)  1．イタリア統計局統計による。財政収支と政府債務残高はＩＭＦ"International Financial Statistics"(2003年10月)及び
　　    　  　欧州委員会による。政府見通しは、"Relazione Previsionale e Programmatica per il 2004"(2003年９月)による。ＩＭＦ
　　　　  　は"World Economic Outlook"(2003年9月)による。
　　　　2．消費者物価の92～01年は96～01年の数値。 
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＜2004年の経済見通し＞ 

2004 年の経済成長率は、１％台後半となる見込みである（政府見通し1.9％、民間機関５社

の平均値1.7％（2003年 10月時点））。2003年後半からの景気の持ち直しに引き続いて2004年

は穏やかに回復するとみられる。 

成長を支える要因としては、世界経済の回復に支えられ輸出が回復し、消費者・企業マイン

ドの改善によって消費・投資の増加が期待されること、失業率の低下が続き消費にプラスの効

果を与えると見込まれることなどが挙げられる。 

下方リスクとしては、消費者物価上昇率はユーロ圏平均より１％弱程高く推移しているが、

その高いインフレ率がイタリアの国際競争力を低下させ、輸出に悪影響を与える可能性がある。 

 

＜財政政策の動向＞ 

2003年の財政収支は、2002年に引き続き財政赤字がＧＤＰ比で２％台半ばとなる見込みであ

り、「安定と成長の協定」に定められた３％以内に収まっている。政府は９月に2004年予算案を

策定し、景気浮揚策としてインフラ整備など50億ユーロを計上したほか、総額160億ユーロ（Ｇ

ＤＰ比1.3％）の財政赤字解消策を盛り込んだ。財政赤字解消策のうち、約３分の１は事業見直

し、制度改革等を伴う構造的な政策、残りの３分の２は一時的措置となっている。一時的措置

としては、過去の違法建築を一定の違約金を支払うことでそれらの罪を免じる違法建築違約金

等を計画している。このように、財政赤字削減に努め、「安定と成長の協定」の基準を尊重する

姿勢を示している。また、10月に年金改革案が閣議決定された。改革案では、保険料の払い込

み期間が40年を超えるか（現行は35年）、もしくは男性で65歳、女性で60歳に達するまでは年金

を受け取れないこととなる。イタリア財務省は、2008年からの導入を目指すこの新しい年金制

度によって、毎年ＧＤＰ比１％の年金給付費の節約が見込まれるとしている。 
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